







場政策がある. 1960 年代以降, 政府が労働市場に介入することで労働需給の調整を図る積極的
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要 旨
労働市場政策の効果については, サーチ理論を用いることで検証が可能である. 本論文は MP
(Mortensen-Pissarides) version をベースとして, 日本を念頭に置いた calibration に基づくシ






否を検討するのではなく, 他の政策や税負担との整合性を考慮する必要がある. また, マッチング
の効率性向上は失業率低下に効果的な手段であり, 職業紹介機能向上についての議論が必要である.
キーワード：MP version, Hosios 条件, 解雇税, 手切れ金, マッチング効率
労働市場政策 (Active Labor Market Policy: ALMP)が多くの先進諸国において採用されてき
たところである. これは, 当初はフィリップス曲線を下方シフトさせることで高い物価上昇率と
低い失業率というジレンマを解決する手段として用いられたものである1. ALMP と並行して,
失業手当等の失業中の生活を保証するための受動的労働市場政策 (Passive Labor Market
Policy: PLMP) が発動される.
Calmfors, Forslund Hemstrm (2001, p.63) に従うと, ALMP は失業者に直接焦点を当て




たため, 1998 年 4 月 ｢緊急雇用開発プログラム｣, 1998 年 11 月 ｢雇用活性化総合プラン｣, 1999
年 6 月 ｢緊急雇用対策｣, 1999 年 11 月 ｢経済新生対策における雇用対策｣, 2000 年 5 月 ｢ミスマッ
チ解消を重点とする緊急雇用対策｣ が発動されて3, 雇い入れ補助金等の ALMP に分類される政
策が実施されたところである.
労働市場が完全であれば, ALMP や PLMP は必要ではない. この場合, 政府が市場に介入す
ることは市場の資源配分機能を歪めることになる. しかしながら, 労働市場に摩擦が存在する場
合, これらの政策の有効性が問われることになる.
従前, 労働市場政策, 特に ALMP の評価は難しく, 理論的根拠は確立されていなかった. ま
た, PLMP については, ALMP との関連性についての考察が不十分であった. サーチ理論に基
づくモデルは労働市場政策の評価を可能とした. このモデルは DMP (Diamond-Mortensen-
Pissarides) モデルとして確立されたものであり, 摩擦のある労働市場を扱う標準的モデルとなっ
ている.
特に, 雇用喪失を内生化した Mortensen and Pissarides (1994) によるモデルは Mortensen-
Pissarides version (MP version)4 と呼ぶべきものであり, 政策変数を導入することが可能な
モデルである. MP version に基づいて雇用政策を分析したのが, Pissarides (2000) の第 9 章
であり, さらに cariblation を行った修正版が Mortensen and Pissarides (2003) である. これ
らのモデルは政策変数のうち特に課税, 補助金, 失業手当に焦点を当てたものとなっている.
MP version を用いて ALMP や PLMP の効果について考察することの重要性については言う
までもない. 特に日本において重要なのは, MP version を用いて雇用調整助成金と雇用保護立
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１ 1 Meidner (1969, p.161). ALMP は 1960 年代には Active Manpower Policy と呼ばれていた (OECD
(1964)).
２ Duell et al. (2010, pp.21-23). Duell et al. (2010) は日本の積極的労働市場政策に関する解説である.
３ 厚生労働省 (2001) 参照.




ここでは, Mortensen and Pissarides (2003) をベースとして日本を想定した政策シミュレー
ションを行い, 日本の労働市場政策の効果について検討するものである. 2. で MP version モ
デルのフレームワークを説明し, 3. で数値分析の概要を提示する. ４. でシミュレーション結
果を提示し, 5. で今後の展望を行う.
2. MP versionに基づいた労働市場政策の効果分析
DMP モデルに雇用喪失を内生化した Mortensen-Pissarides (MP) version5は, 政策変数を
導入することが可能なモデルである. 固有の生産性ショックが存在する雇用喪失を内生化した場
合の政策付き DMP モデルの骨格は, Pissarides (2000, pp.213-219) に提示されており, これ
を基にシミュレーションを展開したのは Mortensen and Pissarides (2003) である. ここでは
Mortensen et al. (2003, pp.45-59) に従って, モデルの枠組みと解を提示する.
モデルの枠組みのうち, 基本概念を説明する6.
マッチング関数は, 凹関数で, 規模に関して収穫一定, 職探しと求人は均一の密度で行われる
















職務の生産性を , 固有の生産性パラメータを とすると職務の産出物は で示される. 企
業は固有の生産性パラメータが最大の場合 , 雇用を創出する. 固有の生産性ショックが
発生した場合, 固有の生産性が留保水準である 以下の仕事については雇用喪失が発生する.




５ Mortensen et al. (2003, p.44).
６ Mortensen et al. (2003, pp.47-48).
７ 労働者数は 	, 欠員数は 















企業は生産性 の職務を採用費用 を支払って掲示する. 企業にとっての雇い入れ費用 
は, 雇い入れ・訓練・その他縁組特有の投資等の準備費用とする.
政策手段として賃金課税, 雇用補助金, 雇い入れ補助金, 解雇税を想定する. 雇い入れ補助金
と解雇税は, 共に, 労働者の技能 に比例すると想定する. これは技能が高い労働者は雇い入
れと解雇が難しいと考えられることによる. 	：補助金率, 
：解雇税率とおくと, 雇い入れ補
助金は 	, 解雇税は 
となる9. 雇い入れ補助金は雇い入れの際に雇用主に支払われるもので




れる. 税率：の場合, であれば純雇用補助金, であれば一括固定雇用税となる.
税率：の場合, であれば累進課税, であれば逆進課税となる. 潜在的な賃金支払
い税を とすると, の場合, は賃金補助となる.
失業手当については, ：置換率 ：平均賃金とおくと, 賃金が技能に応じて支払
われる場合, で示される10. さらに失業者は帰属所得 を受け取る.
固有の生産性ショックが存在する雇用喪失を内生化した場合, 雇用創出曲線と雇用喪失曲線か
ら技能に応じた留保生産性と労働市場逼迫度 が決定される.
賃金契約は, ：当初賃金 (外部賃金), ：固有の生産性 の場合の賃金率である継続
賃金 (内部賃金) のペア で示される. ショック が発生した場合, ：金利,



















８ Mortensen et al. (2003, pp.48-55).




に代替できる (Pissarides (2000, p.207).
ここで 	である. 結合最適化の必要十分条件は  , ここ
で 	である.























































































所与の における賃金については (2-17) (2-18) で示される. 定常状態における新たに創出














































以上からモデルは (2-3) (2-21) (2-22) (2-24) (2-25) で構成される. (2-21) と (2-22) をグ





図 A 留保生産性と労働市場逼迫度 図 B UV曲線と均衡失業率
図１ 雇用創出・喪失を考慮したサーチ・モデルにおける政策効果






と (2-2) の関係は, 図 1 の図 B で示される. を所与とした場合における と の
組み合わせを示す雇用創出線とベバリッジ曲線の交点である点 で均衡失業率は決定される.

が低下すると交点は点 となり, 均衡失業率は上昇する. これは雇用創出が抑制されること
による. ベバリッジ曲線が上方シフトすると交点はそれぞれ あるいは となり, 均衡失業率
は上昇する.




本節では, MP version の calibration とシミュレーションを行うためのモデルの具体的枠組
みを提示する.

























































































































































いる. 分配率が高すぎる と, 失業率は高すぎて欠員率は低すぎることになる. 分配率が
低すぎる と, 失業率は低すぎて欠員率は高すぎることになる.
Pissarides (2000, p.230) は, の場合, 労働費用が嵩むので十分な職務が提供されな




が雇用創出と雇用喪失に中立的であることが望まれる. Pissarides (2000, pp.225-228) に従う
と, そのための条件は雇い入れ補助金率 と解雇税率 が同率であることに加えて, 政策変数
の集計値が 0 となることである.
Mortensen et al. (2003, pp.61-63) に従うと, Hosios 条件が成立している均衡状態で, 次式































理論的に予想できる各雇用政策の効果をPissarides (2000, pp.217-219) に従ってとりまとめる.
① 雇用補助 は, 雇用喪失曲線を下方シフトさせることで雇用喪失を防ぐとともに雇用創出
を促進する. さらに 曲線を下方シフトさせ, 雇用創出条件を反時計回りに回転させる
ことで均衡失業率を低下させる.
② 賃金税率 は雇用喪失曲線を上方シフトさせることで雇用喪失を加速するとともに雇用創出
を抑制する. さらに 曲線を上方シフトさせ, 雇用創出条件を時計回りに回転させるこ
とで均衡失業率を上昇させる.
③ 雇い入れ補助金率 は雇用創出曲線を上方シフトさせるために, 雇用創出と雇用喪失の双
方を加速する. さらに 曲線を上方シフトさせ, 雇用創出条件を反時計回りの回転させ
るため, 均衡失業率への影響は確定しない.
④ 解雇税率 	は, 雇用創出曲線と雇用喪失曲線を共に下方シフトさせることで雇用喪失を抑
制するが, 雇用創出についての効果は明確ではない. さらに 曲線を下方シフトさせる
ものの, 雇用創出条件を時計回りの回転させるため, 均衡失業率への影響は確定しない.















Auray et al. (2014 pp.11-17) は, 解雇における手切れ金の最適乗率を求めた. 労働者がリス










但し, Auray et al. (2014 pp.11-17) は, DMP モデルに相対的リスク回避度一定型効用関数
を特定して, この条件を内生的に導出している. また, 手切れ金の存在が雇用創出曲線, 雇用喪
失曲線をシフトさせる可能性があり, 他の内生変数に影響を与える可能性がある.
従って, 本論で厳密に最適乗率 を導出するためには, を内生化するように MP version を
修正しなければならない. ここではモデルの修正は行わず, 求められてパラメータから事後的に
を算出することとする.






ンを行った. 計算に際しては Matlab と dynare を連結して実行した.
(1) ベースライン推定
ベースライン・パラメータについては表 1 のとおりであり, Mortensen et al. (2003, p.60)
を踏襲した. Mortensen et al. (2003, p.60) は米国については失業手当置換率 ：低, 解雇税率
：低, 欧州については失業手当置換率：高, 解雇費用：高と想定している. 解雇税率は米国で
0, 欧州で 0.78, 失業手当置換率は米国で 0.2, 欧州で 0.34 と設定されている. マッチング関数




項 目 記号 米国 欧州 日本 1 日本 2 日本 3 日本 4 日本 5
職務の生産性  1 1 1 1 1 1 1
金利  0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.002
生産性ショック到達率  0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
ショックの分布の台の下限  0.648 0.648 0.648 0.648 0.648 0.648 0.648
失業者数弾力性  0.5 0.5 0.5 0.6 0.5 0.6 0.5
労働者の交渉力  0.5 0.5 0.5 0.6 0.6 0.5 0.5
採用費用  0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
雇用創出費用  0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
余暇の価値  0.349 0.349 0.349 0.349 0.349 0.349 0.649
支払給与税率  0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
解雇税率  0 0.78 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39
失業手当置換率  0.2 0.34 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
資料：Mortensen et al. (2003) 等を参照して筆者作成
としている. 雇用補助率 と雇い入れ補助率 については, First-Best 算出のための調整項と
される.
日本については, 基本ケース (日本 1) において, 解雇費用：中, 失業手当置換率：低, と想
定した. 具体的には, 日本では解雇税は課されないが雇用保護の程度が米国と欧州の中間として
解雇税率 0.38, 失業手当置換率は米国と同水準の 0.213とした. 応用ケースとして (日本 2) では,
：0.6, ：0.6 と想定した. (日本 3) では, ：0.5, ：0.6, (日本 4) では ：0.6, ：0.5 と
Hosios 条件が成立していない場合を想定した. (日本 5) については, 低金利ケースを想定した.
失業者数弾力性の数値はマッチング関数の推定結果に基づく必要性があるが, その値には議論
のあるところである. Blanchard and Diamond (1990, pp.167-169) は, 米国における値として
0.35～0.6, 米国の製造業については 0.67～0.71 としている. Coles and Smith (1996, p.595) は
英国について 0.3 程度としている. Anderson and Burgess (2000, pp.95-97) は米国について
0.4～0.6 程度の値を提示している. Sunde (2007, pp.547-551) はドイツについて 0.4～0.6 程度
の値を提示している. Lubik (2009, p.112) は, 米国について 0.7 としている. 日本については,
太田 (2002, p.262) は 0.737, Kano and Ohta (2005, p.32) は 0.56～0.588 としている. 従って,
0.5 はやや低めであるとも言える.
これらの前提に基づく calibration の結果は表 2 に示すとおりである. 米国と欧州は
Mortensen et al. (2003, p.62) を再現したもので, 日本の 1～5 は筆者の計算による. 失業率水
準は高めの結果となっており, 今後, 検証が必要である.
ここから推測できることは, 解雇税率 が高まると失業率は低下するが, その反面, 欠員率
は低下することである. つまり労働者保護立法の強化は雇用喪失を防ぐと共に雇用創出を抑制す
る効果があることが示される. また, 失業手当置換率 が高いことは失業率を上昇させる可能
性があることである. また, 労働者の交渉力 が高まると失業率は上昇, 失業期間弾力性が高





項 目 変数 米国 欧州 日本 1 日本 2 日本 3 日本 4 日本 5
留保生産性  0.89 0.82 0.85 0.85 0.85 0.85 0.87
労働需給逼迫度  1.00 0.51 0.94 0.63 0.62 0.94 0.97
平均賃金  0.78 0.74 0.75 0.76 0.76 0.75 0.76
集計所得  0.90 0.89 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90
失業率  6.49 6.43 5.53 6.46 6.67 5.51 6.00
欠員率  6.50 3.26 5.21 4.06 4.17 5.20 5.85
13 日本においては失業給付 (雇用保険の基本手当) に上限があること, 完全失業者のうち基本手当受給
者比率が 2009 年度で 27.4％であること (Duell et al. (2010, p.99)) 等を考慮している. 宮本, 加藤
(2014, p.59) は 0.26 を用いている.
(2) First-Bestの解
ここでは, 日本 1 についての First-Best の解を求めてみた. 雇い入れ補助率 については,
解雇税率 を相殺する水準としている. 結果は表 3 のとおりである. ここから, 雇用補助率 
を 0.31 に設定することで, 失業率は 4.4％に低下すること, 欠員率が大幅に上昇することが示さ
れる. 留保生産性 には大きな変動はないため, 労働需給逼迫度 の上昇が雇用創出につなが
ることが示される. 但し雇用補助率を 0.31 に引き上げるための財源はどこに求めるかが重要と
なる.
この結果は, Pissarides (2000, pp.225-228) の指摘するように First-Best 状態において均衡





結果は表 4 のとおりである. ここでは表１の (日本 1) に用いたパラメータの値を基準として, 3
種類の結果を示している. 従って, 中間の値は (日本 1) と同一である. 留保生産性 が上昇す
ると雇用喪失が発生し, 労働需給逼迫度 が上昇すると雇用創出が促進されることを前提とし
て以下が読み取れる.
① 職務の生産性 が上昇すると, 留保生産性 が若干低下し, 労働需給逼迫度 が上昇して,
賃金, 集計所得が増加するとともに失業率が低下し, 欠員率は上昇する.
② 固有の生産性ショックの到来確率 が上昇すると, 留保生産性 , 労働需給逼迫度 が共





項 目 記号 日本 項 目 記号 日本
職務の生産性  1 留保生産性  0.87
金利  0.02 労働需給逼迫度  1.80
生産性ショック到達率  0.1 平均賃金  1.03
ショックの分布の台の下限  0.648 集計所得  0.91
失業者数弾力性  0.5 失業率 	 4.46
労働者の交渉力  0.5 欠員率 
 8.01







③ 採用費用 が上昇すると, 留保生産性 が若干低下し, 労働需給逼迫度 が低下して, 失
業率が上昇し, 欠員率が低下する.
④ 雇用創出費用 が上昇すると, 留保生産性 が若干低下し, 労働需給逼迫度 が若干低下
して, 失業率がやや低下し, 欠員率もやや低下する.
⑤ 解雇税率 が上昇すると, 留保生産性 が低下し, 労働需給逼迫度 が低下して, 失業率
が低下し, 欠員率も低下する.
⑥ 支払給与税率 が引き上げられると, 留保生産性 が若干低下し, 労働需給逼迫度 が低





項 目 変数   
留保生産性  0.86 0.85 0.84
労働需給逼迫度  0.62 0.94 1.16
平均賃金  0.61 0.75 0.90
集計所得  0.72 0.90 1.08
失業率 	 7.15 5.53 4.83
欠員率 
 4.43 5.21 5.61
②生産性ショック到達率 
項 目 変数   
留保生産性  0.91 0.85 0.79
労働需給逼迫度  1.06 0.94 0.86
平均賃金  0.79 0.75 0.73
集計所得  0.94 0.90 0.87
失業率 	 3.48 5.53 6.09
欠員率 
 3.68 5.21 5.24
③採用費用 
項 目 変数  	 

留保生産性  0.86 0.85 0.84
労働需給逼迫度  1.45 0.94 0.69
平均賃金  0.76 0.75 0.75
集計所得  0.91 0.90 0.89
失業率 	 4.77 5.53 6.09
欠員率 
 6.91 5.21 4.22
④雇用創出費用 
項 目 変数  	 

留保生産性  0.86 0.85 0.84
労働需給逼迫度  0.96 0.94 0.92
平均賃金  0.76 0.75 0.75
集計所得  0.91 0.90 0.89
失業率 	 5.77 5.53 5.29
欠員率 
 5.55 5.21 4.89
⑤解雇税率 
項 目 変数  	
留保生産性  0.89 0.85 0.80
労働需給逼迫度  1.00 0.94 089
平均賃金  0.78 0.75 0.74
集計所得  0.90 0.90 0.89
失業率 	 6.49 5.53 4.46
欠員率 
 6.50 5.21 3.99
⑥支払給与税率 
項 目 変数   	
留保生産性  0.84 0.85 0.85
労働需給逼迫度  1.05 094 0.83
平均賃金  0.82 0.75 070
集計所得  0.90 0.90 0.90
失業率 	 5.16 5.53 5.98
欠員率 
 5.42 5.21 4.98
⑦失業手当置換率 
項 目 変数   	
留保生産性  0.84 0.85 0.86
労働需給逼迫度  1.22 0.94 0.66
平均賃金  0.75 0.75 0.76
集計所得  0.90 0.90 0.90
失業率 	 4.66 5.53 6.88
欠員率 
 5.71 5.21 4.55
⑦ 失業手当置換率 が上昇すると, 留保生産性 が若干上昇し, 労働需給逼迫度 が低下し
て失業率が上昇し, 欠員率が低下する.
以上の結果から, 最も着目されるのは解雇税率 の効果である. 解雇税率 の引き上げは事
前に予測されたように雇用喪失を防ぐが雇用創出を抑制する効果があり, 本シミュレーションで
は失業率は低下するという結果となっている. また失業手当置換率 の引き上げは雇用創出を
抑制し, 雇用喪失を若干加速させるため, 予想通り, 失業率を上昇させる.
(4) 雇用補助の効果
雇用補助政策の効果について, Mortensen et al. (2003, pp.63-64,66-67) に示された手順でシ
ミュレーションを行った. 結果は表 5 のとおりであり, 基本ケース, 雇用補助 が均一の場合,
雇用補助 が賃金比例する場合, 雇い入れ補助率 を変更した場合について示している. いず
れのケースについても と設定している.
雇用補助 は留保生産性 を低下させることで雇用喪失を抑制するとともに, 労働需給逼迫
度 を上昇させて雇用創出を促すことで失業率を低下させるとともに欠員率を上昇させる. 雇
用補助 は均一の場合の方が賃金比例の場合よりも効果的である. これに対して雇い入れ補助




ンを行った. 結果は表 6 のとおりである. 基本となるケースは である. マッチング効率
が上昇することは, 留保生産性 と労働需給逼迫度 を上昇させるものの, その程度は大きく





項 目 変数 基本ケース 雇用補助 (均一) 雇用補助 (賃金比例) 雇い入れ補助
留保生産性  0.85 0.81 0.83 0.98
労働需給逼迫度  0.94 2.07 1.48 1.21
平均賃金  0.75 1.11 0.93 0.85
集計所得  0.90 0.90 0.90 0.89
失業率 	 5.53 3.18 4.09 7.88
欠員率 
 5.21 6.60 6.05 9.57
注：として算出
(6) 手切れ金の最適乗率の試算結果
ここでは手切れ金の最適乗率 を試算してみた. 結果は表 7 のとおりである. ここから, 失
業手当置換率 を引き上げると乗率 は低下すること, 労働需給逼迫度 が上昇すると乗率 
が低下することが示される. このことは, 失業保険の整備状況によって手切れ金の額は変動する
こと, つまり手切れ金は失業手当と代替性があること, 不況期には増額する必要性があることを
示している. また, 手切れ金は年収の 6 割～10 割程度が必要であることが示唆される.
労働政策研究・研修機構 (2015) では, 個別労働紛争解決制度における斡旋, 労働審判制度に
おける調停, 民事裁判においての和解においての解雇の解決金額の月収表示が調査されている.




項 目 変数   
留保生産性  0.82 0.85 0.86
労働需給逼迫度  0.87 0.94 0.95
平均賃金  0.78 0.75 0.77
集計所得  0.89 0.90 0.91
失業率  6.20 5.53 4.82
欠員率  5.40 5.21 4.57
表 7 最適手切れ金乗率の試算結果
 0.6 0.7 0.8 0.9
0.2 1.01 0.93 0.87 0.83
0.3 0.88 0.82 0.77 0.72












たらされた. このことは解雇抑制が失業率を高めるという議論を否定するものである. また, 解
雇抑制が労働力の移動を妨げるのではなく, 解雇抑制が雇用創出を抑制するために職務の転換
(job turnover) が減少して結果的に労働力移動 (worker flow) が抑制されるのである.
解雇された労働者は生産性が低い可能性が高いため, 移動したとしても生産性の低い職務に就



















14 Pissarides (1985, pp.128-129) は, 失業手当の財源を賃金課税に求めると雇用喪失が増幅され, 雇用
補助の財源を賃金課税に求めると雇用創出効果が相殺されると指摘した. また, Mortensen and







である. 本来, 手切れ金の最適水準はモデルにおいて内生的に決定されるが, ここでは推定結果
を基に算出した. 手切れ金の最適額は早期退職の退職一時金割増額の妥当性を検討する根拠とな
りうる. また, 解雇に関する労使紛争で和解する際の目安となるものである. 早期退職や和解に
至るまでには 1 年分程度の給与を補償金として支払う必要性があると考えられる.
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